
治山・林道事業における測量、設計・解析等調査又は現場技術業務委託に

係る指名競争入札参加希望者調査事務取扱要領 
 
（趣旨） 
第１ この要領は、熊本県工事請負建設業者等選定要領（昭和４２年９月３０日制定）

第５条第２項第４号の規定に基づき、「治山・林道事業における測量、設計・解析等

調査又は現場技術の各委託業務に係る指名競争入札参加希望者の技術的適性（技術

者確保状況等）を把握するため実施する調査」（以下「調査」という。）の事務の取

扱いについて定める。 
 
（調査の対象者） 
第２ 調査の対象者は、熊本県土木部監理課が所管する「熊本県入札参加者資格（測量・

建設コンサルタント等）」を有する者又は当該資格を有する見込みのある者（以下「入

札参加資格者」という。）で、熊本県が発注する治山・林道事業の測量、設計・解析

等調査又は現場技術の各委託業務に係る指名競争入札参加を希望する者（以下「指

名希望者」という。）とする。 
 
（調査の実施） 
第３ 調査は、隔年制で実施し、中間年には新規の指名希望者及び業務追加を希望する

指名希望者を対象とした調査を実施する。隔年及び中間年それぞれの調査時期は、

土木部監理課が所管する「熊本県入札参加者資格審査申請要領（測量・建設コンサ

ルタント等）」に準拠して実施するものとする。 
 
（有効期間） 
第４ 調査結果の有効期間は、２年（調査を実施した年度の翌年度４月１日から翌々年

３月３１日まで）間とし、第３に規定する中間年の調査結果については、１年（調

査を実施した年度の翌年度４月１日から翌年３月３１日まで）間とする。 
 
（調査のスケジュール） 
第５ 調査のスケジュ－ルはおおむね以下のとおりとする。 
（１）第４の期間前年度の１月中に調査実施の周知 
（２）   〃     ２月中に受付 
（３）   〃     ３月末に技術的適性等の結果の通知 

 
（調査実施の周知） 
第６ 第５の（１）の周知は、以下によるものとする。 
（１）熊本県公報登載 
（２）熊本県ホームページ掲載 
（３）一般社団法人熊本県測量設計コンサルタンツ協会への情報提供 
（４）関係業界紙等への情報提供 
（５）その他 

 
（書類の提出方法） 
第７ 調査に係る書類は、別に定める「治山・林道事業における測量、設計・解析等調

査又は現場技術業務委託に係る指名競争入札参加希望調査申請書記載等要領」（以下

「記載等要領」という。）のとおりとし、提出方法は持参又は郵送（簡易書留）とす



る。 
 
（技術者確保状況等の把握） 
第８ 技術者確保状況等の把握は、記載等要領に定めるほか、以下によるものとする。 
（１）指名希望者が入札参加資格者か否か確認する。 
（２）「治山」又は「林道」の事業それぞれについて、別表「技術者該当区分」に基づ

き「地質・土質調査」、「測量」、「設計」又は「現場技術」の業務別に、技術者の

確保状況を確認する。 
   また、「治山」の技術者の内、別表（２）及び（３）の（５）に掲げる技術者に

ついては、砂防関係の職務に従事した期間も併せて確認することとする。 
（３）専門学校修了者については、技術者経歴書に記載された学校名に基づき、当該

専門学校が旧専門学校令による専門学校か否かを確認する。 
（４）治山事業の経歴は、国、県が発注する治山事業を対象とし、砂防事業、急傾斜

地崩壊防止事業等の治山以外の事業は経歴扱いとしない。 
（５）「現場技術業務」の技術者が県内に勤務している体制にあるか確認する。 

 
（調査結果の通知） 
第９ 調査結果は、文書及び電子デ－タにより以下のとおり通知するものとする。 
（１）指名希望者 
（２）農林水産部林務関係課長 
（３）各広域本部農林水産部長（県央広域本部を除く） 
（４）各地域振興局農林部長 

 
附 則 
１ この要領は、平成１６年１２月１日から適用する。 
２ 適用の日前に行われる追加申請については、平成１６年２月４日付け熊本県公報

第１１０８０号熊本県公告９４号の例による。 
３ この要領は、平成１８年２月７日から適用する。 
４ この要領は、平成２０年１月２３日から適用する。 
５ この要領は、平成２４年２月１６日から適用する。 
６ この要領は、平成２６年１月２２日から適用する。 

  ７ この要領は、平成２７年２月１６日から適用する。 
  ８ この要領は、令和元年（２０１９年）１１月１８日から適用する。 
  ９ この要領は、令和５年（２０２３年）１２月１２日から適用する。 
 



別表 技術者該当区分 
（１） 地質・土質調査業務 

技術者の名称 技術経歴 
地質調査技師 
同等以上 

当該業務に関する専門的知識及び技術を有する者であって、次のい

ずれかに該当するもの 
（１）技術士の登録（総合技術監理部門（選択科目：森林－森林土

木）又は森林部門（選択科目：森林土木））を受けた者 
（２）博士（森林土木に該当する部門） 
（３）ＲＣＣＭ（シビルコンサルティングマネージャー）の登録（森

林土木部門）を受けた者 
（４）次の各号のいずれかに該当するもの 

①学校教育法による大学（短期大学を除く）又は旧大学令によ

る大学を卒業した者（以下「大学卒」という。）であって、卒

業後森林土木部門の職務に従事した期間が１８年以上ある者 
②短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専門学校令

による専門学校を卒業した者（以下「専門学校卒」という。）

であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が２３

年以上ある者 
③学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令による中等

学校を卒業した者（以下「高等学校卒」という。）であって、

卒業（上記学校の卒業と同等以上の資格を取得した場合を含

む）後森林土木部門の職務に従事した期間が２８年以上ある

者 
 
（２） 測量業務等 

技術者の名称 技術経歴 
測量主任技師 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第４９条の規定による測量士

の登録を受けた後、森林土木部門の測量業務に従事した期間が８年以

上ある者 
測量技師 測量士の登録を受けた後、森林土木部門の測量業務に従事した期間

が３年以上ある者 
 



（３） 設計業務等 
技術者の名称 技術経歴 

主任技師 
同等以上 

当該業務に関する専門的知識及び技術を有する者であって、次のい

ずれかに該当するもの 
（１）技術士の登録（総合技術監理部門（選択科目：森林―森林土

木）又は森林部門（選択科目：森林土木））を受けた者 
（２）博士（森林土木に該当する部門） 
（３）ＲＣＣＭ（シビルコンサルティングマネージャー）の登録（森

林土木部門）を受けた者 
（４）林業技士の登録（森林土木部門）を受けた者 
（５）次の各号のいずれかに該当するもの 
①大学卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が

１８年以上ある者 
②専門学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が２３年以上ある者 
③高等学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が２８年以上ある者 
 



（４） 現場技術業務 
技術者の名称 技術経歴 

管理技術者 
（技師A） 

１ 技術士（森林部門（選択科目：森林土木））の登録を受け 
た者 

２ 委託する現場技術業務に関する専門的な知識及び技術を有し、か

つ現場技術業務の実務経験がある者であって、次の各号のいずれか

に該当するもの 
（１）建設業法に規定する１級土木施工管理技士の資格を取得し、

その後森林土木部門の職務に従事した期間が５年以上ある者 
（２）林業技士の登録（森林土木部門）を受けた者であって森林土

木部門の職務に従事した期間が４年以上ある者 
（３）大学卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間

が１３年以上ある者 
（４）専門学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した

期間が１７年以上ある者 
（５）高等学校卒であって、卒業（上記学校の卒業と同等以上の資

格を取得した場合を含む。）後森林土木部門の職務に従事した

期間が２０年以上ある者 
但し、上記２の（１）～（５）において森林土木部門の職務

に従事した期間のなかで治山部門に従事した期間が４年以上

ある者 
現場技術員 
（技師C） 

次の各号のいずれかに該当するもの 
（１）２級土木施工管理技士の資格を取得後、森林土木部門の職務

に従事した期間が４年以上ある者 
（２）大学卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間

が５年以上ある者 
（３）専門学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した

期間が８年以上ある者 
（４）高等学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した

期間が１１年以上ある者 
但し、上記の（１）～（４）において、森林土木部門の職務

に従事した期間のなかで、治山部門に従事した期間が４年以上

ある者 
現場技術員 
（技術員） 

次の各号のいずれかに該当するもの 
（１）２級土木施工管理技士の資格を取得した者 
（２）森林土木部門の職務に従事した期間が３年以上ある者又は、

これと同程度以上の知識及び技術を有する者 
 
 


